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環境保全活動について 温暖化対策課
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860-1573

018-
860-3881温暖化対策課家庭における地球温暖化対策
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大気・水質環境対策について

クマの生態と対策について

あきた県庁出前講座とは、県民の要請に応じて県職員が講師として伺って実施するものです。
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※この他の講座や実施要項、申込書等については、秋田県公式サイト美の国あきたネットに掲載しています。
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（概要版）

環 境 白 書
現在の環境問題と、それに対する環境保
全活動について（環境保全活動、環境教
育・環境学習）

廃棄物処理の現状や廃棄物の減量化・リ
サイクルについて（秋田市を除く各地域
振興局福祉環境部でも受付可。）

身の回りの大気や水質の状況と、環境保
全の必要性について

地球温暖化の概要、日常生活でできる省
エネや住宅リフォーム等について
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860-1560

018-
860-3881

温暖化対策課

018-
860-1622

018-
860-3835環境整備課

018-
860-1571

018-
860-3881環境管理課

ツキノワグマの生態や県内の生息状況、
被害対策に関する内容

018-
860-1613

018-
860-3835

自然保護課

野生動物の生態と対策について イノシシやシカなど野生動物の生態や被
害対策に関する内容

018-
860-1613

018-
860-3835自然保護課

食品ロス削減について 食品ロス削減について

秋田県地球温暖化防止
マスコットキャラクター

あすぴー

秋田県認定リサイクル製品
認定マーク

秋田県環境美化マスコット
クリンちゃん

八郎湖水質保全
シンボルキャラクター
清龍（せいりゅう）くん
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【環境影響評価条例手続】

評　価　書準　備　書
調査
予測
評価

方　法　書

環境アセスメントの
　項目・方法の選定

最終的な
取りまとめ

環境アセスメント
結果の取りまとめ

【環境マネジメントシステム】

環境影響評価の推進

環境マネジメントシステムの推進

公害防止協定

　本県では、「秋田県環境基本条例」に基づき「第2次秋田県環境基本計画」を策定し、
「豊かな水と緑」を将来に伝え残していくことを目指して、環境保全に関する施策を計画
的・総合的に推進しています。

　本県では、平成9年12月に「環境保全に関する基本理念」、「県・市町村・事業者・県
民の責務」、「環境施策の基本的な事項」などを明らかにした環境施策の指針となる「秋田
県環境基本条例」を制定しました。
　条例第11条で、県は毎年環境の状況、環境の保全に関して講じた施策の概況等を公表す
ることとしており、これらをとりまとめたものを「環境白書」として公表しています。

　秋田県環境基本条例に基づき、環境保全に関する施策を計画的・総合的に推進するため、
平成10年3月に「第1次秋田県環境基本計画」を策定しました（平成15年6月改定）。
　また、平成23年6月には、「第2次秋田県環境基本計画」を策定しております(平成28年
3月に改定)。
　この計画では、県民がそれぞれの立場で果たすべき役割や環境の保全に向けた具体的な取
組の指針を示しています。

　県では、環境保全の促進を図るため、環境影響評価の推進や公害防止協定の締結を行って
います。
　また、「環境マネジメントシステム」を構築し、県自らが環境配慮に率先して取り組んで
います。

第
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　環境影響評価（環境アセスメント）は、事業者が土地の形状の変更、工作物の新設その他
これに類する事業を実施しようとするとき、それが環境にどのような影響を及ぼすかについ
て調査、予測、評価を行い、その結果を公表して住民や市町村などから意見を聴き、その事
業に係る環境の保全について適正に配慮しようとするものです。
　県では、平成12年7月に「秋田県環境影響評価条例」を制定し、道路、河川、発電所、
廃棄物処理施設、工場・事業場用地造成事業など18種類の事業を環境影響評価の対象とし
ています。

　公害防止協定は、自治体などと事業者との間で、公害を防止するため事業者がとるべき措
置などについて取り決めるもので、法律や条例による規制を補い、地域の環境保全について
一層の促進を図ろうとするものです。
　県では、主要企業5社6事業所と地元市を加えた三者で公害防止協定を締結しています。

　県の事務・事業において環境に与える負荷を低減
する取組を継続的に推進するため、県では、環境マ
ネジメントシステムを構築し、平成13年3月には
ISO14001の認証を取得しました。
　この認証は、平成21年度末をもって更新を行わ
ず、平成22年度からは、これまでのノウハウを活
かした県独自のシステムである「あきたエコマネジ
メントシステム」を新たに構築し、引き続き環境配慮に取り組んでいます。

第２次秋田県環境基本計画（重点プロジェクト）の現状と目標

１ 生物多様性の確保

八郎湖

２ 自然と人が共存した持続可能な農業・林業・漁業の推進

３ 三大湖沼の水質保全

４ 河川の水質保全

５ 化学物質による環境汚染の防止

６ 廃棄物の減量化・リサイクルの推進

７ 地球温暖化対策の推進

８ 環境教育・環境学習の推進と県民運動の展開

項　　　　　目 単位 現状（年度） 目標値（年度）

県自然環境保全地域等の指定数

レッドリスト見直し対象分類群数

地域

群

22

106,819

40,520

8,299

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

92.4

88.0
（R2）
（R2）

100

994

32

2,604

397

432

（R1）
（R1）

（R1）
（R1）

（R2）

（H29）

30,828

1,215

（R2）

（R2）

新型コロナウイルス感染
拡大防止のため中止

9,566

1.4

5.3

0.5未満

6.7

9.1

0.83

1.0

0.067

0.080
10

1.3
0.074

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）
（R2）

（R2）

（R2）

ha

ha

千人

t

％

％

％

グラム

千トン

千トン

千トン

製品

23

8

（R2）

（R2）

111,000

62,736

11,250

157,000

（R3）

（R3）

（R3）

（R3）

95

95

414

33,728

1,260

（R3）

（R3）

150

1以下

6以上

1以下

（R2）

（R2）

（R2）

7.1

7.8

0.84

1.1

0.065

0.072

9.7

1.2

0.062

（R6）

（R6）

（R6）

（R6）

940
33

2,260

295

100

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R17）※

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

3

8,037千t－
CO2

人

人

千人

㎎/L

―

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

COD※1

pH※1

COD※1

COD※1

COD※1

全窒素※1

全窒素※1

全りん※1

全りん※1

COD※1

全窒素※1

全りん※1

湖心

湖心

湖心
（調整池）

大潟橋
（東部承水路）

野石橋
（西部承水路）

公共用水域環境基準適合率（ＢＯＤ・ＣＯＤ）

生活排水処理施設普及率

ダイオキシン類環境基準達成率

県民

10.5（H30）％ 13.0（R2） 【基本目標】循環利用率　※4

１人１日当たりごみの排出量

一般廃棄物最終処分量

産業廃棄物排出量

産業廃棄物最終処分量

県認定リサイクル製品の認定数（累計）

県内の温室効果ガス排出量

こどもエコクラブ会員数

環境あきた県民塾受講者数（累計）

（累計）

あきたビューティフルサンデー参加者数
（あきたクリーン強調月間参加者数を含む）

農地等の保全活動取組面積

保安林

3,512

433,069

（R2）ha 6,600（R3）スギ人工林間伐面積

の累積整備面積（平成13年度からの累積面積）

農山村と都市住民等の交流参加者数

木質バイオマス燃料の利用量

十和田湖

田沢湖

※1　ＣＯＤは75％値、pＨ、全窒素、全りんは平均値である。       
※2　八郎湖の水質保全の目標値は令和元年度策定の「八郎湖に係る湖沼水質保全計画（第３期）」で定めている。       
※3　生活排水処理施設普及の目標値は、平成28年度策定の「秋田県生活排水処理整備構想（第4期構想）」で定めている。       
※4　循環利用率は5年毎に調査しているため、平成30年度値が最新である。       
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（R6）

（R6）

（R6）

（R6）

（R2）

（R3）

（R12）

（R2）

（R3）

（R2）

（R2）

（R2）



1

2

施　設　名 利用者

8,446名

○令和2年度
　自然環境学習拠点施設の利用者数

環境と文化のむら
（五城目町）

自然保護思想の普及啓発

自然環境保全地域等の指定・管理

自然観察会

　本県は、日本海と奥羽山脈に囲まれた約11,638㎢の県土を有しており、そこには多様な
自然環境が形成され、多種多様な動植物が見られます。
　この恵まれた自然環境は、我々だけではなく、後世にわたり良好な状態で引き継がなけれ
ばならないものです。そのためには、自然環境調査を行い、それに基づいた体系的な保全を
図るとともに、自然とのふれあい活動などを通じて、自然保護思想の普及啓発を推進してい
く必要があります。

　近年の様々な環境問題に対処するため
には、自然を大切にし、自然とふれあい、
自然と調和した活動を行う県民意識を育
むことが大切です。
　自然ふれあい施設である「環境と文化
のむら」では、自然との正しい接し方、
自然の楽しみ方について指導したほか、
定期的に自然観察会、講習会を実施しま
した。

　秋田県の貴重な自然環境を保全するために、令和3年3月31日現在、自然環境保全地域が
19箇所、緑地環境保全地域が4箇所指定されています。自然環境保全地域では、自然環境
保全推進員による巡視を行いました。

豊かな自然環境の体系的保全
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3 秋田県版レッドデータブック

　「レッドデータブック」とは、絶滅のおそれのある野生動植物についての本のことです。
秋田県版レッドデータブックは平成13年度に植物編・動物編が刊行されており、平成20年
度には秋田県版レッドデータブック維管束植物以外編（蘚苔類・地衣類）を刊行するととも
に、レッドリスト（シャジクモ類：植物）を発表しています。平成21年度から、秋田県版
レッドデータブック改訂検討委員会において改訂に向けた検討を進め、平成25年度に維管
束植物のレッドデータブックの改訂版、平成27年度には鳥類、爬虫類、両生類、淡水魚類、
陸産貝類の改訂版として「２０１６動物Ⅰ」、令和元年度に哺乳類、昆虫類の改訂版として
「２０２０動物Ⅱ」を発刊しました。これらには絶滅のおそれのある種など、1,358種が
記載されています。

4 野生鳥獣の保護

　県内に生息する多種多様な野生鳥獣の保護・管理のため、鳥獣保護管理事業計画（計画期
間5年間）を策定し、鳥獣保護思想の普及啓発、鳥獣保護区の指定、鳥獣の分布調査、鳥獣
保護管理員の設置、鳥獣保護センターにおける傷病野生鳥獣の保護、カモシカ、ニホンザル、
ツキノワグマ、ニホンジカ、イノシシの生息調査と管理計画の策定などの施策を実施してい
ます。

5 温泉の保護と利用

　本県は豊かな温泉資源に恵まれており、令和3年3月31日現在の温泉地数が119地域、浴
用・飲用向けの源泉総数が519箇所で、令和2年度の宿泊利用人員は1,087千人となってい
ます。また、大館ぐるみ温泉郷、八幡平温泉郷、田沢湖高原温泉郷、秋ノ宮温泉郷が国から
国民保養温泉地として指定されています。
  一方、地熱水の利用による発電等の他目的利用も行われています。
  県では、温泉を保護するとともにその適正利用を図るため、温泉法に基づく掘削、動力装
置の設置、温泉利用の許可などを行っているほか、温泉保護地域を定め掘削、増掘等の規制
を行っています。

○市町村別温泉源泉数（浴用・飲用分） 令和3年3月31日現在

※利用・未利用の状況が確認できない源泉は除く。

秋　田　市

能　代　市

横　手　市

大　館　市

男　鹿　市

湯　沢　市

鹿　角　市

由利本荘市

潟　上　市

大　仙　市

北 秋 田 市

に か ほ 市

仙　北　市

小　坂　町

上小阿仁村

三　種　町

八　峰　町

藤　里　町

五 城 目 町

八 郎 潟 町

井　川　町

大　潟　村

美　郷　町

羽　後　町

東 成 瀬 村

市 町 村 名 市 町 村 名 市 町 村 名源泉数

25

7

28

47

21

85

120

24

3

源泉数

34

17

14

49

5

1

7

6

3

源泉数

7

0

0

2

7

1

6

県　　　計 519

3 白書本編の関連頁　13



1 自然公園の保護と整備

　県内には手つかずの原生林が今なお残り、十和田湖、田沢湖といった湖沼や県内各地の特
色ある渓谷を四季折々に彩ります。また、活発な火山現象に由来する個性豊かな温泉地が多
く、県内外から数多くの利用者が癒やしを求めて訪れています。
　近年では、ライフスタイルの多様化を背景に、自然とのふれあいを求める機運が一層高
まっており、県では、豊かで美しい秋田の自然を保全しつつ、より積極的に自然に親しんで
もらえるような環境づくりに取り組んでいます。

自然とのふれあいの確保

（１）自然公園の指定状況

4白書本編の関連頁　21
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2 森林の総合利用

　自然公園の適正利用と施設管理
を充実させるため19名の自然公園
管理員を配置し、高山植物の盗採
防止や、マナー向上に向けた呼び
かけを行っています。
　また、自然保護意識の普及啓発
を図る中心的な施設として、ビジ
ターセンターなどを設置し、地勢
や動植物などの情報を紹介してい
るほか、自然素材を活用した体験
学習が提供されています。

（２）自然公園の利用状況

　利用者の利便性の向上や安全確保のため、登山道の整備、壊れた施設の改修などを
行っています。

　健康志向の高まりや余暇時間の増大に伴って、森林に対するニーズが多様化してきている
なか、森林が有する保健休養などの機能を活用した森林総合利用施設の整備を進めています。

（３）公園施設の整備

玉川温泉ビジターセンター

○令和2年度に整備した主な自然公園施設

安の滝歩道（北秋田市阿仁） 旭又歩道橋（太平山登山口）

○森林総合利用施設の整備状況 （令和3年3月31日現在）

名　　称 名　　称

い こ い の 森

立 県 百 年 の 山

森 林 総 合 利 用

生活環境保全林

県　民　の　森

樹　　園　　地

学 習 交 流 の 森

体　験　の　森

合　　　　　計

能代市

林業構造改善事業

森林空間総合整備事業

治山事業

摘 　　要

仙北市

鹿角市、秋田市、仙北市

学習交流館場内（秋田市）

ぶなっこランド内（八峰町）

摘 　　要箇所

47

1

35

41

箇所

1

3

1

1

130
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1 環境と調和した農業の推進

　農地、森林、沿岸域においては、水資源のかん養などの公益的機能をより充実させるとと
もに、周辺環境との調和がとれた事業を進めています。

農地、森林、沿岸域の環境保全機能の維持・向上

　農業は、水資源のかん養や洪水の調節などの県土保全、有機物などの土壌への還元による
生態系の保持などに大きな役割を果たしています。また、消費者の関心は、「安心して食べ
ることのできる農産物へ」と変化してきています。                 
　平成27年度に「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」が施行され、環境
保全型農業を支援する制度が強化されました。本県では、令和2年度に13市町村、
4,204haで取り組まれました。

2 森林の保全

　本県は、森林面積が県の面積の72％を占めるなど全国有数の森林県です。森林は、木材
の生産・販売といった経済的機能のほか、水源のかん養や土砂崩壊の防止、保健休養などの
公益的機能を有しています。特に近年は公益的機能について県民の関心が高まっているほか、
地球温暖化防止という側面からも注目されています。
　県では、これら各機能の高度発揮を図るため、併存する機能に配慮しつつ、森林の資源状
況に応じた適正な森林施業の実施や森林の保護等に関する取組を推進し、重視すべき機能に
応じた多様な森林資源の整備及び保全を図ります。
　また、平成20年4月には、「ふるさと秋田」の森林を将来にわたって健全に守り育てて
いくために「秋田県水と緑の森づくり税」を導入し、環境や公益性を重視した森づくりを
行っています。

○環境保全型農業への取組

項目
年度

取組市町村
実施面積 1,377ha

カバークロップ 363ha
有機農業 721ha
堆肥の施用 265ha
長期中干し 

平成26年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和２年度令和元年度

17市町村
1,443ha

490ha
640ha
287ha

16市町村
1,611ha

490ha
603ha
292ha

16市町村
1,525ha

544ha
500ha
254ha

16市町村
1,519ha

493ha
459ha
255ha

15市町村
4,204ha

454ha
452ha
255ha

2,497ha
地域特認 28ha

1,218ha
362ha
602ha
237ha

平成27年度

17市町村

17ha 25ha 225ha 227ha 312ha 547ha

13市町村

(令和３年３月31日現在）

※令和2年度の制度見直しにより取組メニューに長期中干しが追加。

　
○森林の概要

区　　分
面　　積
（千ha）

国 有 林
民 有 林

392
448

64,586
120,920

35,221
94,496

29,365
26,425

総　数 針葉樹 広葉樹

（令和2年3月31日現在）

蓄積の総数については、内訳と一致しない。

蓄　積（千m3）
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3 自然環境に配慮した漁港・漁場の整備

　漁港周辺には漁業生産上重要な岩礁域が広がっています。この岩礁域には、ホンダワラを
はじめとする藻場が分布し、アワビやサザエなどの大切な漁場として地域の漁業者に利用さ
れています。また、藻場は本県の重要な水産資源であるハタハタの産卵場であるほか、多く
の魚種にとって生育の場としても重要な機能を持っています。
　漁港・漁場の整備に当たっては、今後も自然環境との調和や周辺環境への影響を緩和する
構造物、工法などの採用を積極的に推進するとともに、「つくり育てる漁業」の推進により
資源水準を維持しながら沿岸域の高度利用を図っていきます。

針葉樹と広葉樹の混じった公益的機能の高い森林 広葉樹林での森林環境学習

基金へ
積立 参画

基金を財源として
事業を実施

事業の
報告

事業の
検証

県　　民　　税

既存分

秋田県水と緑の森づくり基金

事業協議・報告

秋田県水と緑の森づくり基金運営委員会
（県民参加の第三者機関）

【委員の構成】 学識経験者、公募委員等

超過課税分

意見の反映

納税 県民・企業

秋田県水と緑の森づくり税による事業

豊かな里山林整備事業、マツ林・ナラ林等景観向上事業など

加
参
の
へ
り
く
づ
森

○「秋田県水と緑の森づくり税」の仕組み
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1 快適な都市環境の確保・創出

　自然と人とが共存できる社会の構築の一環として、緑が身近に感じられる、快適な都市環
境を確保・創出するとともに、県民の心のよりどころとなる自然景観や歴史的・文化的遺産
の保全を行うなど、快適環境の保全・創出のための施策を行っています。

快適環境の確保

　本県の都市公園の整備状況は、令和元年度末で591箇所、1,654haで、都市計画区域人
口一人当たりの公園面積は22.1㎡となっています。
　河川環境については、従来の洪水氾濫防止機能などに加え、多自然川づくりなどの各種事
業を実施し、良好な河川及び海岸環境の保全と創出に努めています。
　都市周辺の森林については、保健休養機能をはじめ、国土保全機能、水源かん養機能など
の公益的な機能を総合的に発揮することができる森林（生活環境保全林）としての整備をし
ました。整備状況は、令和2年度末で41箇所、1,740haとなっています。

2 自然景観、歴史的・文化的遺産の保全

　本県の豊かな自然に恵まれた景観やのどかな風景を守り、心のなごむ県土を将来に引き継
ぐために、「秋田県の景観を守る条例」や「秋田県屋外広告物条例」に基づいた規制や指導
を行い、地域特性に応じた良好な景観の保全・創出を推進しています。
　また、県民文化の基盤を形成している由緒ある史跡や町並みなどを保存して、ふるさとの
優れた歴史的・文化的遺産を次の世代に継承していくために、「文化財保護法」や「秋田県
文化財保護条例」に基づいて文化財の指定や保護を進め、豊かで地域的な特色を持つ歴史
的・文化的環境の保全と活用に努めています。
　この基本方針に基づき、心豊かな生活を求める県民のふれあいの場、郷土学習の場として
活用できる歴史的環境の整備と自然環境の保全を進めています。

河岸美化活動の推進（小坂川） 海水浴客で賑わう本荘海岸（由利本荘市）

○秋田県の景観を守る条例に基づく建築物又は工作物の新築等の届出件数

100

80

60

40

20

0

（件）

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 （年度）

45 49

29

80

27 2723 29 28

H29

38

H30

23

R1

33

R2
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1 美しいふるさとづくりに向けた気運の醸成

2 全県的な環境美化活動の輪づくり

　4月第3日曜日を「あきたビューティフルサンデー」、4月を「あきたクリーン強調月
間」と定め、雪解け後の身近な地域のクリーンアップを呼びかけています。

　県職員が率先して取り組む環境美化活動として、5月～10月の毎月1回、朝の通勤時
間等を利用して、通勤経路や庁舎周辺のクリーンアップを行っています。

　道路沿いや河川敷、あるいは公園などでは、ボランティアによる地道なクリーンアップ活
動が行われていますが、依然として空き缶やたばこの吸い殻などのポイ捨てごみが目につき
ます。
　このため、県では、住みやすく、美しい秋田を目指して、市町村と連携し、県民参加型の
美化運動の推進に取り組んでいます。

環境美化への取組

◯秋田県環境美化マスコット「クリンちゃん」

秋田県環境美化マスコット「クリンちゃん」

　秋田県の環境美化のマスコット、名前はクリンちゃんです。
　星やハートなどの3つのマークは「花（ハート）・緑（葉）・夢
（星）」を図案化したもので、これらのマークを人（私たち）が広
げた両腕の中に抱える構図となっています。
　広げた両腕から飛び出そうとするマークは、私たち自らの手で美
化に取り組むことにより、未来に向かって秋田県の環境が向上して
いくことをイメージしています。

（１）みんなでクリーンアップ作戦

　県内で環境美化活動に取り組んでいる5人以上の団体等（住民団体、町内会、学校、
企業等）を「あきたクリーンパートナー」として登録し、その活動の様子を県のウェ
ブサイトで紹介する取組を平成18年度から実施しています。令和2年度末時点では59
団体が登録しています。

（２）あきたクリーンパートナー登録制度

　本県の海岸を良好な環境に保つため、様々な海岸漂着物等
（海岸に打ち上げられたごみや漂流ごみなど）地域対策を
行っています。
　令和2年度は、県内の海岸、港湾、漁港の21区域において、
県や市が約470トンの海岸漂着物等を回収・処理しました。
　また、海岸漂着物等発生抑制を目的として、ポスターやご
み拾いSNS「ピリカ」などによる広報活動を行い、内陸部で
ポイ捨てされたごみが川を通じて海へ流出し、海岸漂着物等
となるおそれがあることを多くの方に知っていただきました。

（３）海岸のクリーンアップ

普及啓発用ポスター
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1 大気汚染の現況

　大気の汚染は、ぜん息、呼吸器疾患などの健康被害や動植物の生態系に対して悪影響をも
たらします。大気汚染の原因は、工場・事業場から出されるばい煙や自動車の排出ガスな
ど、ほとんどが人間の活動によってもたらされるものです。県及び秋田市では、大気汚染防
止法や秋田県公害防止条例に基づき良好な大気環境の保全に努めています。併せて日常生活
に密着した感覚公害と呼ばれる騒音・振動・悪臭の防止対策にも努めています。

　大気環境はおおむね良好な状態を保っています。
　令和2年度は、二酸化硫黄（11局）、二酸化窒素（14局）、一酸化炭素（1局）、浮遊
粒子状物質（16局）、微小粒子状物質（8局）全局について環境基準を達成しました。光
化学オキシダントについては全て（7局）の測定局で環境基準を達成できませんでしたが、
大気汚染防止法で定める光化学オキシダントに関する大気汚染注意報発令基準は下回ってい
ます。また、県内では酸性雨が観測されていますが、被害は報告されていません。
　発がん性等の人の健康に有害な影響を及ぼすおそれがある有害大気汚染物質についてモニ
タリングを実施していますが、環境基準が定められているベンゼン等4物質については、基
準を超える値は検出されていません。

大気環境の保全、騒音・振動・悪臭の対策

○有害大気汚染物質の調査結果（令和2年度）

0.47～0.59

0.017

0.021

ベンゼン

物　質　名

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

ジクロロメタン

地点数

3

1

1

1 0.5

3μg/㎥以下

130μg/㎥以下

200μg/㎥以下

150μg/㎥以下

年平均値 環境基準

0

5

0

5

0

○大気汚染物質の濃度（年平均値）

二酸化硫黄（単位：ppm）

）mpp：位単（）車動自（素窒化酸二

）mpp：位単（）境環般一（素窒化酸二

浮遊粒子状物質（単位：mg/m3）

（年度）H23 24 25 26 27
0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.030

0.025

0.00

0.00

0.01

0.01

0.02

（mg/m3）（ppm）

28 29 30 R1 R2
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用語解説
○二酸化硫黄

○二酸化窒素

○浮遊粒子状物質

○微小粒子状物質（ＰＭ2.5）

○ｐｐｍ

○有害大気汚染物質

　重油や石炭などの燃料に含まれている硫黄分が燃焼して発生する物質です。この物質は呼吸器系に
影響を及ぼしたり、酸性雨の原因にもなります。

　大気中に浮遊している粒径10μm以下の粒子状物質のことをいいます。大気中での滞留時間が長
く、呼吸器系に影響を及ぼします。

　大気中の浮遊粒子状物質のうち、粒径2.5μm以下の粒子状物質のことをいいます。ＰＭ2.5とも
呼ばれ、粒径が小さいため、肺の奥深くまで入りやすく、人への健康影響が懸念されています。

　百万分率のことで、例えば1㎥の大気中にある物質が1ｍL含まれている場合、その物質の濃度を
1ppmと表現します。

　継続的に摂取される場合に人の健康を損なうおそれのある物質で、大気の汚染の原因となるものを
いいます。
　現在、有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質として248物質がリストアップされており、
そのうちベンゼン、トリクロロエチレンなど23物質がモニタリングなどの優先的な取組物質となっ
ています。

　燃焼により発生した一酸化窒素の酸化で生成する物質で、呼吸器系に影響を及ぼします。

2 大気汚染の防止対策

　工場・事業場に対して法令に基づく排出基準を遵守するよう指導するとともに、一般環境
大気測定局や自動車排出ガス測定局の適正な配置により測定体制を整備し、県内の大気汚染
の状況把握に努めています。
　また、稲わらスモッグの発生防止のため、稲わら焼き禁止の監視指導、啓発活動を行って
います。
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3 騒音・振動・悪臭の防止対策

　騒音については、騒音規制法に基づき規制地域として指定した13市2町において、
振動については、振動規制法に基づき規制地域として指定した9市において、工場・
事業場や建設作業から発生する騒音・振動の規制事務が行われています。
　また、飲食店や家庭から発生する騒音については、「近隣騒音防止指導指針」を定
め、騒音防止の指導を行っています。
　このほか、自動車騒音については、平成24年4月1日より自動車騒音の常時監視に
係る権限が各市に移譲されたことに伴い、市の区域においては各市で、市以外の区域
においては県で自動車騒音の常時監視を実施し、環境基準の達成状況の把握に努めて
います。令和2年度は主要幹線道路52区間、延べ171.8ｋｍを評価した結果、
7,132戸中7,085戸(99.3%)が昼間・夜間ともに環境基準を達成していました。
　航空機騒音については、秋田空港周辺地域で調査を行っており、全測定地点で環境
基準（Lden  62dB）を達成していました。

（１）騒音・振動

　悪臭については、悪臭防止法に基づき指定地域として指定した6市で、工場・事業
場から発生する悪臭物質（アンモニア、メチルメルカプタンなどの22物質）の規制
が行われています。

（２）悪臭

※「航空機騒音に係る環境基準」の一部改正により、評価指標がWECPNL（加重等価平均感覚騒音レベル）から
　Lden（時間帯補正等価騒音レベル）に変更され、平成25年度から適用されています。

○秋田空港周辺航空機騒音調査結果

（dB）

H22

環境基準：WECPNL 75dB

堤根
藤森

安養寺

環境基準：Lden 62dB

23 24 24 25 26 27 28 29 30 R1 R2 （年度）

80

70

50

60

40

○騒音・振動規制法及び悪臭防止法に基づく指定地域の状況（令和3年3月31日現在）

騒音規制法

悪臭防止法 秋田市、能代市、大館市、男鹿市、鹿角市、大仙市

秋田市、能代市、横手市、大館市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、潟上市、
大仙市、北秋田市、にかほ市、仙北市、五城目町、井川町

振動規制法 秋田市、能代市、横手市、大館市、男鹿市、湯沢市、鹿角市、由利本荘市、大仙市
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1 水質汚濁の現況 

　県内の河川、湖沼、海域及び地下水の良好な水質を維持するため、水質汚濁防止法や秋田
県公害防止条例に基づき、公共用水域や地下水の水質監視、工場・事業場の排水の監視指導
を行っています。
　長期にわたり環境基準が未達成となっている八郎湖については、湖沼水質保全特別措置法
に基づく湖沼水質保全計画を策定し、総合的な対策を進めています。

　令和2年度の河川及び湖沼、海域の水質調査の
結果、水質汚濁に関する環境基準のうち、「人
の健康の保護に関する項目（健康項目）」につ
いては、1地点で基準値を超えましたが、その
他の調査地点では環境基準を達成しました。
　また、「生活環境の保全に関する項目(生活
環境項目)」のうち、BOD（河川）、COD（湖
沼・海域）の環境基準達成率は河川で97.8％、
湖沼で41.7％、海域で100％でした。公共用
水域全体では92.4％であり、経年的には横ば
いの状況で推移しています。

水・土壌環境の保全

（１）公共用水域

2 水質汚濁の防止対策

　公共用水域及び地下水の水質汚濁状況などを把握するため、水質汚濁防止法に基づき、
測定計画を策定して水質の監視を行っています。また、人為的に地下水の水質が汚染さ
れた場合には、原因者に対して汚染浄化対策等を指導しています。
　さらに、水質汚濁の一因である工場・事業場の排水対策として、立入検査により排水基
準の遵守を指導するとともに、生活排水対策についても、公共下水道、流域下水道、農業
集落排水施設等の整備促進や、生活排水も処理する浄化槽の普及促進を図っています。

（１）公共用水域及び地下水

　地下水の水質の概況調査を県内の41地点で行ったところ、1地点で環境基準値を超
えましたが、その他の地点では環境基準値を下回っていました。概況調査において環
境基準値を超えた地点については、汚染井戸周辺地区調査を実施しました。
　また、これまでに地下水汚染が判明した28地点で継続監視調査を実施した結果、
11地点で環境基準値を超過しました。

（２）地下水 

　令和2年度に県内で起こった油の流出や魚類のへい死等の水質関係の事故は73件で
あり、大半が灯油等の油の流出によるもので、その約5割が貯油施設等の管理不備や
給油時の作業ミスでした。

（３）水質汚濁事故

○BOD・CODの環境基準達成率の経年変化

H27 28 29 30 R2R元 （年度）
0

20

40

60

80

100
（％）

全水域

海域 河川

湖沼
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　八郎湖の水質は、干拓事業が完了した後、徐々
に富栄養化が進行し、アオコが大量に発生するな
ど、水質環境基準が確保されない状況が続いてき
ました。
　このため、平成19年12月に湖沼水質保全特別
措置法に基づく指定湖沼の指定を受け、平成20
年3月に「八郎湖に係る湖沼水質保全計画（第1
期）」、平成26年3月に「八郎湖に係る湖沼水質保全計画(第2期)」、令和2年3月に
「八郎湖に係る湖沼水質保全計画(第3期)」を策定し、水質保全に資する各種事業を
実施してきた結果、平成25年以降アオコの異常発生はありません。
　CODの経年変化は、アオコが異常発生した平成24年度と、高温少雨等の影響が
あった令和元年度に悪化したことを除くと、平成19年度以降は概ね横ばい傾向を示
しています。

（２）三大湖沼対策
ア）八郎湖

　十和田湖は、長期的に水質環境基準を達成で
きない状況にあったことから、平成13年8月に
青森県と協働で策定した「十和田湖水質・生態
系改善行動指針」（平成27年3月改定）に基づ
き、水質・生態系改善のための各種取組を進め
ています。
　なお、令和2年度の水質調査結果は、湖心の
COD（75％値）が1.4mg/L、透明度が11.9ｍ
でした。

イ）十和田湖

八郎湖

十和田湖

○八郎湖のCOD75%値の経年変化

S52 S54 S56 S58 S60 S62 H元 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 R元 R2 （年度）

18

15

12

9

6

3

0

（mg/L）

野石橋

大潟橋

湖　心

第1期
計画期間

（H19～H24）

第2期
計画期間

（H25～H30）

第3期
計画期間

（R元～R6）

0.0

0.5

1.5

1.0

2.0

湖心

子ノ口

S61 63 H2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 R2
（年度）

（mg/L）

○十和田湖のCOD75%値の経年変化
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0
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平均
最大

S61 63 H2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 R2
（年度）

○十和田湖(湖心)の透明度の経年変化

　田沢湖は、昭和15年に酸性河川の玉川から導水したことにより、pHが4.2（昭和
45年頃）程度の酸性湖になりました。その後、平成元年の玉川酸性水の中和処理開
始以降、田沢湖のpHは徐々に改善してきていましたが、平成14年度以降、玉川温泉
の源泉（大噴）の酸度が上昇し、pHは低下傾向を示しました。しかし、近年は横ば
い傾向にあり、令和2年度のpHは5.3でした。

ウ） 田沢湖

田沢湖
S55

（pH）

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

59 63 H4 8 12 16 20 24 28 R2
（年度）

○田沢湖（湖心）のpHの経年変化

用語解説
○公共用水域

○健康項目

○生活環境項目

○BOD（生物化学的酸素要求量、Biochemical Oxygen Demand）

○COD（化学的酸素要求量、Chemical Oxygen Demand）

　河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に供する水域及びこれに接続する水路（終末処理場に流入する
下水道を除く。） をいいます。

　公共用水域の水質汚濁に係る環境基準のうち、人の健康を保護する上で、維持されることが望ましい基準とし
て設定された項目です。重金属、揮発性有機化合物、農薬等の27項目が設定されています。

　水質汚濁の中で、生活環境に悪影響を及ぼすおそれのあるものとして定められた項目で、生物化学的酸素要求
量（B O D）や化学的酸素要求量（C O D）等の13項目が設定されています。

　水中の有機物が微生物の働きによって分解されるときに消費される酸素の量。河川の水質の汚濁状況を示す代
表的な指標で、数値が大きいほど汚濁が進んでいるといえます。

　水中の有機物が酸化剤で化学的に分解された際に消費される酸素の量。湖沼・海域の水質の汚濁状況を示す代
表的な指標で、数値が大きいほど、汚濁が進んでいるといえます。
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3 鉱山鉱害の防止対策

　本県は、かつて国内有数の鉱山県でしたが、明治以降、近代化による大規模操業が行われ
たことにより鉱害問題が発生しました。
　本県におけるカドミウム等の重金属によ
る汚染農用地の面積は1,891haで、この
うち1,822ha（9市町、25地域）を「農
用地の土壌の汚染防止等に関する法律」第
3条の規定に基づき、農用地土壌汚染対策
地域に指定してきました。
　また、未対策地域やカドミウム汚染米の
発生するおそれのある地域については、生
産防止対策としてカドミウム吸収抑制のた
めの土壌改良資材の施用や湛水管理の徹底、
流通防止対策として集荷時の自主ロット調
査等を行い、生産から流通に至る各段階で、
秋田米の安全性を確保しています。
　なお、自主ロット調査等の結果、食品衛
生法の基準を超えた米については、県が全
量買い上げ後、セメント原料等に再利用し
ています。

4 土壌汚染の防止対策

　土壌汚染対策法は、土壌汚染の状況の把握に関する措置及び汚染による健康被害の防止に
関する措置を定めること等により、人の健康を保護することを目的として、平成15年2月
15日に施行され、土壌汚染の存在する範囲を区域指定し、対策を講ずること等が定められ
ました。
　令和2年度末現在、県内では土壌汚染対策法に基づく指定区域として秋田市、横手市及び
湯沢市で、11区域が指定されています。
　平成22年4月1日の改正土壌汚染対策法の施行に伴い、汚染土壌処理業者は処理施設毎に
許可が必要となりました。県内では、これまでに4業者5施設（うち秋田市に1業者1施設）
が許可を取得しています。

吉乃鉱山（横手市）坑廃水処理施設
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1 アスベスト対策

　私たちの身の回りでは、あらゆる分野で様々な化学物質が使用されており、その利用に
よって便利な生活を送っています。一方で、製品の製造や使用、廃棄の過程で環境中に排
出され、人の健康や生態系に悪影響を及ぼすおそれのあるものもあります。このような化
学物質への取組として、県ではアスベスト対策やダイオキシン類の常時監視などを行って
います。

　アスベスト含有製品の製造工場の従業員のみならず、その家族や付近住民までも悪性中皮
腫等の健康被害が明らかになったことから、アスベスト問題は大きな社会問題に発展し、国
は「石綿による健康被害の救済に関する法律」の制定やアスベスト関係法令の改正を行いま
した。
　県では、アスベスト除去作業現場の監視や作業現場周辺及び一般環境大気中のアスベスト
濃度調査を実施しているなど、アスベスト対策を推進しています。

2 ダイオキシン類の現況と対策

　ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、公共用水域の水質・底質、地下水質
及び土壌のダイオキシン類の状況について常時監視を行っています。令和2年度は、す
べての地点で環境基準を達成していました。

化学物質対策

（１）一般環境の現況

　ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、廃棄物焼却施設等の設置者に対し、設置に
関する届出や自主測定の実施及び測定結果の報告等の指導を行うとともに、施設からの
排出ガスや排出水の排出基準検査（行政検査）を実施しています。
　令和2年度に実施した行政検査では、排出ガス8施設、ばいじん1施設でダイオキシ
ン類の測定を行い、すべての施設で排出基準に適合していました。

（２）発生源対策

環境基準

0.6pg-TEQ/㎥以下
pg-TEQ/Ｌ以下1

150pg-TEQ/ｇ以下

pg-TEQ/Ｌ以下1

1,000pg-TEQ/ｇ以下

対　　　象

大　　　気

水　　　質

底　　　質

地　下　水

土　　　壌

測定地点数

５

19

18

4

7

適合地点数

５

19

18

4

7

○令和2年度ダイオキシン類常時監視結果
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3 ＰＲＴＲ制度の推進

　ＰＲＴＲ制度（化学物質排出移動量届出制度）とは、有害性のおそれのある化学物質につ
いて、どのような発生源から、どれだけ環境中に排出されたか、あるいは廃棄物に含まれて
どれだけ事業所の外に運び出されたかというデータを把握し、集計し、公表する仕組みです。

　県内の456事業所から届出された令和元年度における化学物質の排出量は2,355トン、
移動量は2,177トン、排出量と移動量の合計は4,532トンであり、平成30年度と比較し、
123トン減少しました。

○PRTRデータの流れ

集計結果・個別
データの提供

集計結果の公表

個別事業所についてのデータの開示請求

公表

開示届出外の事業者・家庭・
自動車など

秋田県
（経由）

国

対象事業者
（届出）

届出以外
（推計）

秋田県
（集計）

県
民

8,000

6,000

4,000

2,000

0
H27 28 30 R元29

（トン／年）

（年度）

4,655

3,072

1,583

届出移動量

届出排出量

3,308

1,285

4,593

3,615

1,486

5,101

2,909

1,700

4,609

2,355

2,177

4,532

○届出排出量・移動量の経年変化
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　世界的な資源供給の制約や地球温暖化の問題が顕在化している中、循環型社会の構築を
これまで以上に推進していく必要があります。
　本県では、令和4年3月に、SDGｓの推進などの新たな取組を加えた「第4次秋田県循環
型社会形成推進基本計画」を策定し、令和7年度までに県民1人1日当たりのごみ排出量を
935ｇにする目標値を掲げ、その実現に向けて、協働による課題への統合的な取組の実施
など、県民参加による実践活動を促進します。

1 一般廃棄物

　令和元年度に排出されたごみの量は35.9万トンと、前年度から0.2万トン減少して
います。
　県民1人1日当たりでは994ｇを排出したことになり、近年は横ばい傾向で推移し、
全国平均を76ｇ上回っています。また、リサイクル率は15.2％であり、前年度と横ば
いで推移しています。
　なお、平成28年3月に策定した「第3次秋田県循環型社会形成推進基本計画」では、
令和2年度に県民1人1日当たり排出量940ｇとする目標を定めており、この実現に向
けて更なる減量化・リサイクルに取り組んでいく必要があります。

廃棄物の発生抑制と循環利用、適正処理の推進

（１）一般廃棄物の処理状況

　循環型社会の構築に向けて、10月を3R推進月間において、3Rの内容とその推進に
係る内容等について掲載したほか、ごみ減量化を推進するため「食品ロス発生量の推計
調査」を実施し、本県の食品ロス発生の実態について把握しました。
　また、一般廃棄物処理施設については、全般的に施設の老朽化、処理能力の低下等が
見られることから、監視指導を強化するとともに、市町村等に対して、維持管理の徹底
と自主管理体制の強化、施設の計画的な整備について指導しています。

（２）一般廃棄物の処理対策

秋田県

全　国

○リサイクル率○１人１日当たりの排出量

秋田県

全　国

1,000
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994989
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15.9 15.2

918918

（年度）

（g/人・日）

0

5

10

15

20

（%）
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※リサイクル率＝ × 100
市町村資源化量＋集団回収量

市町村処理量＋集団回収量
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2 産業廃棄物

　令和2年度の中間処理実績は122.3万トンで、前年度に比べ、15.1万トンの減少と
なっています。平成22年度以降は処理業者による処理量が全体の9割を超える状況に
あり、県内で発生する産業廃棄物の中間処理のほとんどを処理業者が担っています。
　最終処分については、安定型処分場で0.8万トン、管理型処分場で35.2万トン、合
計で36.0万トンが埋め立てされています。このうち、事業者の自社処分量が11.8万ト
ンと、最終処分量の33％、処理業者による処理は18.0万トンと、最終処分量の50％
程度となっています。このほか、鉱山保安法適用施設で13.7万トンが最終処分されて
おり、最終処分量は49.7万トンとなっています。

　循環型社会を形成するためには、これまでの規制的手法に加えて、市場原理を活用した経
済的手法が有効であるとの観点から、「秋田県産業廃棄物税条例」と「秋田県県外産業廃棄
物の搬入に係る事前協議等に関する条例」を平成14年12月に制定し、平成16年1月から施
行しています。

（１）産業廃棄物の処理状況

　産業廃棄物の排出抑制、減量化、再生利用や処理施設の適正な維持管理などについて、
排出事業者、処理業者等を指導しています。また、不法投棄や不適正処理を防止するた
め、全県8保健所に「環境監視員」及び専用の監視指導車を配置しているほか、各保健
所管内に不法投棄監視カメラを設置するとともに、広域連携によるスカイパトロールな
どを実施しています。
　また、産業廃棄物の適正処理を推進するため、秋田県環境保全センターＤ区Ⅱ期処分
場を、令和2年5月から供用開始しています。
　能代産業廃棄物処理センターについては、事業者の倒産以降、県が維持管理を行って
きましたが、平成17年2月から、「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する
特別措置法」の実施計画に基づき、国の財政支援を受けながら、汚水処理等の維持管理
や遮水壁設置等の汚染拡散防止などの環境保全対策を講じました。
　平成24年8月に、平成25年3月までであった同法の期限が令和5年3月まで延長され
たことから、同法に基づく新たな実施計画（計画変更）を策定し、引き続き国の支援を
受けて汚水処理等の維持管理などを行っています。

（２）産業廃棄物の処理対策

　産業廃棄物の発生抑制、減量化・リサイクルの促進に関する費用に充てることを目的
とし、最終処分場に搬入される産業廃棄物1トンにつき1,000円の税を排出事業者に負
担していただいています。

（１）産業廃棄物税制度

3 産業廃棄物税制度と県外産廃に関する事前協議・環境保全協力金制度

年　　度
中間処理
最終処分

H22 H23 H24 H25 H26 H27
（単位：万トン）

※最終処分には鉱山保安法適用分を含む。

130.0
35.4

147.7
34.8

134.6
38.0

134.2
38.9

130.5
39.4

122.4
40.0

H28
146.0

39.6

H29
181.4

42.0

H30
136.0

39.9

R1
137.4

53.9

R2
122.3

49.7

○産業廃棄物処理実績の推移
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　県外で発生した産業廃棄物を県内で処分するために搬入する場合、排出事業者は、そ
の種類・数量についてあらかじめ県と協議を行い、その協議内容に基づき、産業廃棄物
の適正処理を行い、次に掲げる処分目的別に環境保全協力金を納入することを内容とす
る協定を締結することとしています。

　最終処分 ：1トン当たり 500円

　中間処理 ：1トン当たり 200円

　リサイクル：1トン当たり 50円

（２）県外産廃に関する事前協議・環境保全協力金制度

　環境と調和した産業づくりの支援、秋田県認定リサイクル製品の普及拡大、産業廃棄物

のリサイクル促進の研究、環境監視員による不法投棄監視活動等の事業に充当しています。

（３）産業廃棄物税及び環境保全協力金を財源とした事業

○産業廃棄物税と環境保全協力金の関係

産業廃棄物税　1,000円／トン

産業廃棄物税
1,000円／トン

環境保全協力金
200円／トン

環境保全協力金
500円／トン

環境保全協力金
50円／トン

環境保全協力金　※県内での処理の区分により金額が異なります

産業廃棄物税　　※県内の最終処分場に搬入する場合に課税されます

県内で発生する産業廃棄物

県外で発生する産業廃棄物

産業廃棄物最終処分場　 　

中間処理施設
リサイクル関連施設

秋田
県内

中間処理施設 リサイクル関連施設

(３)リサイクル関連施設に
　　搬入する場合　　

(２)中間処理施設に
　　搬入する場合　　

(１)最終処分場に直接
　　搬入する場合
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4 秋田県認定リサイクル製品の利用拡大

　県内のリサイクル産業の育成並びに資源の循環的な利用及び廃棄物の減量化を図り、
循環型社会の形成に資することを目的とした「秋田県リサイクル製品の認定及び利用
の推進に関する条例」が平成16年4月から施行されています。
　県では、令和3年3月31日現在、一般廃棄物焼却施設から発生する溶融スラグ入り
コンクリート製品や廃プラスチックを使った資材など、30品目、253製品を認定し、
これらの製品の優先調達に努めています。

（１）秋田県リサイクル製品認定制度

　県内各地の自然公園など、多くの利用者が見込まれる施設の整備において、認定リサ
イクル製品を利用することで、認定事業者の市場開拓や販路の拡大につながる施工機会
を提供し、また、県民の方々に認定製品への理解を深めていただくため、秋田県認定リ
サイクル製品利用拡大推進事業を実施しています。

（２）秋田県認定リサイクル製品利用拡大推進事業

県立中央公園

東屋設置

環境関連イベント

ＰＲ展示

○秋田県認定リサイクル製品数の推移

99
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201 208 200 193
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300
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100

50

0
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R1 R2
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5 環境・リサイクル産業の振興

　県では、廃棄物を原料とする新しいリサイクル産業を創出して、環境と調和したまち
づくりを進めることを目的とした「秋田県北部エコタウン計画」に取り組んできました。
　本計画では、「豊かな自然と共生する環境調和型社会の形成」を目指し、「家電リサ
イクル事業」、「リサイクル製錬拠点形成事業」、廃プラスチックと廃木材を活用した
「廃プラスチック利用新建材製造事業」など、様々な事業が展開されています。
　また、北部エコタウン地域における環境・リサイクル産業の更なる集積を促進し国内外
の一大拠点を目指すとともに、県全域における同産業の創出・育成を図り、持続可能な環
境調和型社会を構築するための「秋田県環境・リサイクル産業集積推進計画（第２期秋田
エコタウンプラン）」を新たに策定し、3つの重点方針に沿って事業を推進しています。
ア）レアメタル等金属リサイクルの推進（都市鉱山開発）
イ）地域の特性や循環資源の性質に応じたリサイクル事業の支援
ウ）環境・リサイクル産業の育成

（１）秋田県環境・リサイクル産業集積推進計画（エコタウンプラン）の推進

　県では、環境・リサイクル産業立地支援のための「環境調和型産業集積支援事業」、
環境・エネルギー型、資源素材型の企業が一定の規模で工場等を新設または増設し、新
規雇用を行う場合の「あきた企業立地促進助成事業」「はばたく中小企業投資促進事
業」など、独自の助成事業を行っています。

（２）環境・リサイクル産業集積のための支援

　　県では、レアメタル等金属資源リサイクルを促進するため、全国に先駆けて、携帯
電話等の使用済小型家電の回収試験を行い、平成18年度の大館市を皮切りに、平成21
年度からは県全域にエリアを拡大し回収を行いました。
 また、総合特区（地域活性化総合特区）の申請
を行い、平成23年12月に内閣総理大臣から「レ
アメタル等リサイクル資源特区」指定を受けま
した。これは、平成25年4月に施行された「小
型家電リサイクル法」が制定されるきっかけと
なりました。
　今後もレアメタル等金属資源リサイクルを推
進し、リサイクル事業の拡大に取り組んでいき
ます。

（３）レアメタル等の金属資源リサイクルの促進

国内外からレアメタル等リサイクル資源特区に
搬入されるリサイクル対象金属系使用済製品の
さらなる増加が目標

家電等使用済み製品

本県の環境・リサイクル産業を取り巻く情勢

石炭灰発生量の増大 再生可能エネルギーに関連する製品・設備

石炭火力発電所の新設による発生
量増加のため、有効利用への更な
る取り組みの必要性

太陽光発電設備の国内の導入実態
を考慮した広域的な廃棄物対策の
必要性

地域循環圏の形成等を通じた
資源循環リサイクルにおける効率化

リサイクル資源調達先の多様化

地域循環圏の形成等を通じた資源
循環リサイクルにおける効率化の
必要性

国での廃電子機器等輸入の円滑化
作業に合わせた、県内でのアジア
のリサイクル資源確保に向けた取
り組みの必要性

秋田ウッド(株)
（平成16年３月操業開始）
廃プラスチック及び廃木材
を活用した新建材

回収された小型家電
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　公害に関する苦情は、私たちの生活様式の変化に伴って多様化しています。これらに適
切に対応するために、県や市町村、警察では窓口を設置し苦情の受理や適正処理の推進を
図っています。

公害紛争の処理及び環境事犯の取締り

1 公害に関する苦情

　令和2年度に県や市町村が新規に受付した公害苦情は492件で、令和元年度と比べて78
件（18.8%）増加しました。
　苦情件数を種類別でみると、典型7公害では、大気汚染に関する苦情が145件と最も多く、
次いで悪臭が83件、騒音が58件となっており、典型7公害以外では廃棄物投棄が144件中
85件となっています。主な発生原因は、大気汚染では廃棄物の焼却（野焼き）、悪臭では
家庭生活から発生する臭い、騒音では産業用機械から発する音などとなっています。
　令和2年度の公害苦情処理率は96.1％でした。

2 公害に関する紛争の処理

　公害に係る紛争については、民事訴訟による司法的解決とは別に、紛争を迅速かつ適切に
解決するため、公害紛争処理制度が設けられています。国では公害等調整委員会が裁定、
あっせん、調停及び仲裁を行い、県では公害審査会等があっせん、調停及び仲裁を行ってい
ます。
　令和2年度は、係属事件がありませんでした。
　

3 環境事犯の取締り

　警察では、日常の生活と健康を脅かしている悪質な環境犯罪を未然に防止するとともに、
特に①「廃棄物の不適正処理事犯」、②「自然環境を破壊する事犯」、③「生活環境を侵害
する事犯」に重点を置いて、取締りを推進しました。
　令和2年中の環境事犯に関する事件の検挙数は68件で、前年と比較して6件減少しました。
そのうち、ごみの不法投棄や不法焼却等を行った「廃棄物の処理及び清掃に関する法律違
反」の検挙は58件あり、検挙総件数に対する割合の約85％を占めています。

土壌汚染

振動

騒音

水質汚濁

大気汚染

悪臭

典型7公害以外

地盤沈下

500

550

400

300

200

100

0

（件数）

（年度）28 29 30 R1

○公害苦情の種類別件数の推移

143

57

106

0

414

54

49

3

2

R2

145

83

144

0

492

57

58

3

2

117

64

47

64

96

1

402

3

10

89

66

45

64

76
0

355

3

12

120

63

48

67

64
0

381

4

14
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　県では、大気、水及び農産物等の放射能測定を行うとともに、その結果を速やかに県の
ウェブサイトなどで公表しています。

環境放射能対策

1 環境放射能

　大気中の放射性物質（空間放射線量）は、県内6箇所（県健康環境センター、鹿角地
域振興局、山本地域振興局、由利地域振興局、仙北地域振興局、雄勝地域振興局）に設
置したモニタリングポストにより24時間連続で測定しています。また、モニタリング
ポストを設置していない地域振興局では、月1回サーベイメータによる測定を実施して
います。測定値は、一時的なものを除き、これまでの秋田市の通常レベルの範囲内
（0.022～0.086マイクロシーベルト毎時）で推移しています。

（１）空間放射線量

0.024～0.072

0.016～0.067

0.029～0.103

0.022～0.084

0.016～0.088

0.011～0.086

0.029～0.040

0.030～0.040

0.034～0.044

0.040～0.050

県 健 康 環 境 セ ン タ ー

鹿 角 地 域 振 興 局

山 本 地 域 振 興 局

由 利 地 域 振 興 局

仙 北 地 域 振 興 局

雄 勝 地 域 振 興 局

北秋田地域振興局大館福祉環境部

北秋田地域振興局鷹巣阿仁福祉環境部

秋田地域振興局福祉環境部

平鹿地域振興局福祉環境部

測定箇所 測定値の範囲（10分間値）
（マイクロシーベルト毎時） 測定期間 測定頻度

令和２年4月1日
～

令和3年３月31日

令和２年4月1日
～

令和3年３月31日

24時間
連続

月１回

通常レベル（上限）

通常レベル（下限）
欠測期間

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

0.10
（マイクロシーベルト毎時）

４月 ５月 ６月 ７月 ９月 10月 11月 １月12月 ２月 ３月８月

 健康環境センター（秋田市）
鹿角地域振興局
雄勝地域振興局

○令和2年度の空間放射線量（日間平均値）の状況
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　県健康環境センターを検体の採取場所とし、水道水について年1回、精密測定を実施
しました。また、雨やちりなどの降下物については、毎月、1か月分の降下物をまとめ
て測定しました。
　いずれの測定値も問題のないレベルでした。

（２）水道水、降下物

　県民の安全・安心を確保するため、野生山菜やきのこなどの県産農産物及び流通食品
等29検体、野生鳥獣肉29検体について放射能を調査しました。その結果、全ての検体
において基準値（100ベクレル／kg）以下でした。

（３）農林水産物、流通食品ほか

○令和2年度のゲルマニウム半導体検出器による放射能測定実績（精密検査）

農産物等（山菜、きのこ等含む） 12

流通食品 17

野生鳥獣肉 29

区　分 検体数

モニタリングポストによる空間放射線量の常時監視

山本地域振興局

由利地域振興局

仙北地域振興局

鹿角地域振興局

健康環境センター

モニタリングポスト
雄勝地域振興局

原子力規制委員会の
ウェブサイトで情報提供

放射線
モニタリング
情報
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1 秋田県地球温暖化対策推進条例及び秋田県地球温暖化対策推進計画

　地球環境問題は、人間の様々な経済活動や日常の活動そのものが原因となっています。将来
世代に良好な環境を継承していくためには、一人ひとりが地球環境の構成員であることを自覚
するとともに、これを郷土の問題として意識し、問題解決のために積極的に取り組むことが必
要です。
　本県では、平成23年3月に秋田県地球温暖化対策推進条例を制定するとともに、平成29年
3月には「第２次秋田県地球温暖化対策推進計画」を策定し、秋田県地球温暖化防止活動推進
センターと連携しながら、総合的かつ計画的に地球温暖化対策を進めることとしています。

　平成23年3月に制定した「秋田県地球温暖化対策推進条例」では、地球温暖化対策
を総合的かつ計画的に推進するため、県、事業者、県民等の責務を明らかにするとと
もに、県が地球温暖化対策推進計画を策定することや、再生可能エネルギーの導入や
森林吸収源対策などの秋田県の特性を踏まえた地球温暖化対策を推進することを定め
ています。
　また、事業者の自主的かつ積極的な地球温暖化対策を促進するため、一定規模以上
の事業者に事業活動に伴う温室効果ガス排出削減のための計画書及び実績報告書の提
出を義務づけ、提出された計画書等を県が公表する「計画書制度」を導入していま
す。令和2年度末現在、該当する事業者は141事業者です。

地球温暖化対策の推進

（１）秋田県地球温暖化対策推進条例

　地球温暖化をもたらす温室効果ガスの排出量の削減を図るため、平成29年3月に策
定した「第2次秋田県地球温暖化対策推進計画」に基づき、「省エネルギー対策」「省
エネ以外の排出抑制等対策」「再生可能エネルギー等の導入」「森林吸収量の確保」
について重点的に取り組むほか、環境教育や普及啓発活動による県民運動を展開する
ことにしています。

（２）第２次秋田県地球温暖化対策推進計画

条例の要点
○県民一人ひとりが温暖化対策に取り組む責務があることを明らかにした上で、地球温暖化対
　策を総合的かつ計画的に推進します。
○「秋田県地球温暖化対策推進計画」を策定し、地球温暖化対策を確実に推進します。
○温室効果ガスを一定以上排出する事業者等に、排出量削減に関する計画書と報告書の提出を
　義務づけ、事業者等の自主的な省エネ対策を促進します。
○再生可能エネルギーの導入や森林吸収源対策など、秋田県の特性を踏まえた地球温暖化対策
　を推進します。

地球環境保全への積極的な取組
第３章
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2 秋田県における温室効果ガスの排出状況

　2017年度（平成29年度）の県内の温室効果ガスの排出量は9,566千トン-CO２であり、
基準年とされている2013年度以降は減少傾向となっています。
　また、二酸化炭素の排出量は8,671千トン-CO２であり、温室効果ガス排出量全体の約9
割を占めているほか、部門別では、全体の約4分の1を産業部門が占めています。

2013
（H25）
（基準年）

10,561

2014
（H26）

10,259

2015
（H27）

10,012

2016
（H28）

9,872

2017
（H29）

9,566

2030
（R12）
（目標年度）

（年度）

8,037

○温室効果ガス排出量の推移と削減目標

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（千トン－CO2）

目標排出量
　　　　8,037千トン

2017年度比　　　－16％

○部門別二酸化炭素排出量の推移

（千トン－CO2）

2013年度

2014年度

2015年度

2016年度

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

2,594 2,049 1,776 2,003 9,653千トン

2,543 2,073 1,658 1,913 9,387千トン

2,527 1,797 1,646 1,857 9,146千トン

2,510 1,787 1,535 1,884 9,002千トン

産業　　民生家庭　　民生業務　　運輸　　エネルギー転換　　廃棄物　　工業プロセス等　　

2017年度 2,408 1,714 1,407 1,912 8,671千トン
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3 地球温暖化防止のための普及啓発等

　事業者向けの省エネルギーセミナーとして、再
生可能エネルギ－由来の熱や地中熱・未利用熱の
有効活用に関する外部講師による基調講演、省エ
ネ支援団体による支援概要や事業者が省エネに取
り組んだ実例などを紹介した「事業者応援！あき
た省エネセミナー」を、秋田市と大館市の2会場に
て開催し、両会場合わせて92名の参加を得ました。

（１）事業者における省エネの推進

　「あきた省エネ住宅普及促進協定」を締結した住宅メーカー16社を中心に、モデル
住宅展示場2か所に省エネ住宅に関するリーフレットを設置し、来場者への省エネ住宅
の普及に努めました。

（２）省CO2型住宅の普及

　平成21年度からエコドライブに取り組む旨を宣言した事業所を「エコドライブ宣言
事業所」として登録し、県のウェブサイトで事業所・団体名、取組事例を紹介してい
ます。令和2年度末現在、91事業所が登録しています。

（３）エコドライブ推進運動

事業者応援！あきた省エネ
セミナーの様子
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4 再生可能エネルギーの導入の推進

　平成29年3月に策定した「第2次秋田県地球温暖化対策推進計画」では、太陽光発電
などの再生可能エネルギーについて、令和12年度を目標年度とする目標値を定めて導
入を推進しています。

（１）再生可能エネルギーの導入状況

　平成24年度から平成27年度末まで、国の
再生可能エネルギー等導入地方公共団体支援
基金を活用し、県や市町村などの防災拠点等
に太陽光発電設備等の導入を進めました。

（２）防災拠点等への再生可能エネルギーの導入

※太陽光発電の導入実績は、固定価格買取制度における導入量によるもの。

太陽光発電 設備容量 (kW) 302,653 255,000 45,808 84

風力発電 同上 648,549 815,000 695,617 1,277

バイオマス発電 同上 112,650 110,800 132,713 244

水力発電 同上 302,721 310,000 298,335 548

地熱発電 同上 134,749 130,300 245,592 482

太陽熱利用 原油換算 (kL) 30 40 40 0.1

 

種　類 導入実績

導入量及び目標

目標
(R12年度)

実績区分
（単位） R2年度末

原油換算
（kL）

CO2削減効果
(千トン）

○再生可能エネルギーの導入状況と目標

県庁舎に設置した太陽光発電設備
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1 オゾン層保護のための施策

　県では、フロン排出抑制法に基づくフロン類充塡回収業者の登録を行うとともに、フロン
類の充塡・回収及び引渡しが適正に実施されるよう登録業者に対し、令和2年度は32件の
立入検査を行いました。

2 酸性雨対策

　酸性雨とは、pH（水素イオン濃度指数）5.6以下の酸性を呈する雨で、工場・事業場や
自動車等から排出された硫黄酸化物や窒素酸化物等の汚染物質が大気中で酸化され、水に溶
けやすい物質となり、雨滴の生成過程や降水
の途中で取り込まれて降り注ぐ現象です。
　県では、平成2年7月から1週間ごとのpH
等のモニタリング調査を実施しています。
　令和2年度は県内3か所で測定しており、
酸性雨が観測されていますが、これまで樹木
等への被害は報告されていません。
　全ての地点における降雨・降雪のpHは、
ほぼ横ばいで推移しています。

オゾン層保護・酸性雨対策の推進

1 吉林省環境保護局との環境交流

　「秋田県環日本海交流推進協議会　環境交流部会」（事務局：秋田県生活環境部環境管理
課）では、環日本海交流の一環として、平成17年度から、中国吉林省から交流員を受け入
れています。なお、令和2年度は、新型コロナウイルスの感染リスクがあることから、交流
員の安全を最優先とし、事業を中止しました。

国際協力の推進

○降雨・降雪のｐＨの経年変化
　　　　　　　　　（全調査地点の平均値）

6.5

6.0

5.5

5.0

4.5

4.0

（pH）

H23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2
（年度）
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1 環境教育の推進

　私たちは、環境を保全し、損なわれた環境は再生して未来の世代に引き継いでいかなければ
なりません。
　地球温暖化など、私たちの日々の生活や行動を通して環境に与える影響について、正しく理
解し、ライフスタイルを見直すため、また、自ら進んで環境問題に取り組む人々の輪を拡げる
ためには、学校教育や社会教育などのあらゆる場面で環境教育を推進することが一層重要と
なってきています。

　環境教育は、1972年のストックホルム人間環境宣言におい
てその重要性が指摘されて以来、持続可能な社会を実現する重
要な手段として国際的な議論も積み重ねられてきています。
　県では、令和3年3月に新たに「第2次秋田県環境教育等に
関する行動計画」を策定し、持続可能な社会づくりに主体的に
参加できる人を育成することにより「豊かな水と緑あふれる秋
田」を守り育てるため、施策の5本柱を踏まえ、体験活動を重
視した環境教育や環境保全活動を推進していきます。

　学校では、「ふるさと教育」における自然体験を通して、自分たちの地域や自然に積
極的に関わろうとする意欲や態度の育成を図ったり、また、総合的な学習の時間などで
は環境問題を取り上げて指導したりするほか、次のような体験活動も行っています。

そのほか、県では、教育現場における環境学習を推進するため、令和2年度は小・中
学校10校を環境教育支援校として指定し、観察や実験に必要な器具等を提供するな
どの学習支援をしました。

にかほ市立平沢小学校、大仙市立横堀小学校、仙北市立神代小学校、
横手市立浅舞小学校、横手市立醍醐小学校、
秋田大学教育文化学部附属中学校、県立秋田南高等学校中等部、
秋田市立飯島中学校、由利本荘市立西目中学校、湯沢市立湯沢南中学校

環境教育・環境学習の推進

（１）学校における環境教育

主な体験活動（令和２年度） 小学校 中学校
ボランティアなど社会奉仕活動
　　　　　　　　美化清掃活動
自然に関わる体験活動

103（57.9％）
 57（32.0％）

171（95.5％）

74（67.3％）
56（51.0％）
 53（48.2％）

（左：学校数、右：全学校数に占める割合）

○学校における体験活動

○令和2年度環境教育支援校

柱１

環境学習の
機会・場
づくり

柱５

各主体の
連携・協働の
取組の推進

豊かな水と緑あふれる秋田

継続可能な社会づくりに
主体的に参加できる

人の育成

柱２

人材の
育成・活用

柱４

情報の
発信・提供

柱３

教材の
整備・活用
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環境保全に向けての
　　　全ての主体の参加

第４章



　環境問題に関する学習機会を提供し、地域における環境
保全活動の実践者やリーダーとなる「あきたエコマイス
ター」を育成することを目的に、平成16年度から開講して
います。
　令和2年度は、地球温暖化、身の回りの化学物質などの講
義や水質測定、自然観察、施設見学などの体験学習の全9回
の講座を実施しました。受講生29名のうち、26名が修了
し、そのうち20名が「あきたエコマイスター」に登録され
ました。

（２）環境あきた県民塾

環境あきた県民塾
自然観察の様子

　令和2年度末現在、259名の方が「あきたエコマイス
ター」として県に登録されています。あきたエコマイス
ターは、県北・県央・県南の各協議会に所属し、協議会ご
とに一般の方たちとともに地域の清掃活動に取り組んだ
り、講演会などの企画運営を行ったり、環境イベントへ
ブースを出展するなどして、地域住民の環境保全意識の高
揚のために活動しています。

（３）あきたエコマイスターの活動

　こどもエコクラブは次代を担う子どもたちが、仲間と一
緒になって地域の環境や地球環境問題などについて学び、
具体的な活動が展開できるよう支援することを目的として
実施している事業です。
　令和2年度に本県では、32クラブ、3,024人の子どもた
ちが会員として登録し、各種自然保護活動や河川の水質調
査などの環境活動を行いました。

（４）こどもエコクラブ

　「環境教育等促進法」に基づく「体験の機会の場」とし
て、「東北電力株式会社能代火力発電所及び能代エナジア
ムパーク」（能代市）を平成28年3月に認定しています
（県内第1号、全国で12番目の認定）。令和2年度は、
1,297名が来場し、見学を通じて地球環境の大切さ、エネ
ルギー資源の重要性、環境保全を推進する取組について理
解が図られています。

（５）体験の機会の場の認定

　環境に関する学習会に講師を派遣し、環境を大切にす
る意識の醸成に努めています。
　令和2年度は、廃油を使ったエコ・キャンドル講座な
ど40講座に講師を派遣し、757人が受講しました。

（１）地域の環境学習支援事業

クリーンアップの実施

こどもエコクラブの活動報告集

東北電力（株）能代火力発電所の見学

2 環境保全に関する啓発事業

講座の様子
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　環境保全に関する実践活動が他の模範となる個人又は
団体を「環境大賞」として表彰しています。
　3つの部門に対して17件の応募があり、次の5件が
「環境大賞」に選考されました。

（２）環境大賞の表彰

　講師派遣や施設見学など、環境保全活動に積極的な企業・団体等を「あきた環境学
習応援隊」として登録し、登録した内容を県民に提供することで、応援隊の活用を促
進します。
　令和2年度は新たに1事業者が加わり、23事業者が登録されています。登録した情報
は県公式ウェブサイトで公開等しています。

（３）あきた環境学習応援隊事業

　地域の環境活動の活性化を図るため、町内会等と県、
市町村が協働で環境学習会を開催しています。令和2年
度は、三種町大町地区、井川町大麦地区を対象にして講
演等のイベント開催や資料提供を行いました。

（４）協働による環境活動促進モデル事業

　スマホアプリを活用し、レジ袋の辞退、リサイクルBOX
の利用などの環境にやさしい取組（エコアクション）を気
軽に楽しく実践してもらう取組を行っています。令和2年
度は、約10種類のエコアクションを設け、多くの事業者の
協力を得ながら、その取組を展開しています。

（５）あきエコどんどんプロジェクト

環境大賞受賞者

エコバッグづくりの様子

○令和2年度受賞者

部　　　門 受　賞　者 活　動　内　容

個　　　人

学校教育関係

団　　　体

団　　　体

団　　　体

佐藤　英明

秋田県立秋田北鷹高等学校
緑地環境科

東北電力株式会社能代火力発電所

秋田県土地改良事業団体連合会

マイ・フラワーロード推進会

環境教育の推進

地域の森林整備ボランティア事業

地域によりそった環境活動の継続展開

日本一綺麗な水で作るお米のための環境活動・
環境教育の実践

花で飾ろう！みんなの街
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　本県は、世界遺産である白神山地をはじめとする豊かな自然環境に恵まれ、私たち県民はそ
の下で生活しています。しかし、近年の生活様式の都市化に伴い、ごみ処理問題などの身近な
環境問題から地球温暖化などの地球規模での環境問題に直面しています。
　こうした問題に適切に対応し、豊かな環境の恵みを次の世代に引き継いでいくため、県内で
も企業や各種団体等による様々な環境保全活動が行われていますが、今後はこれらの活動主体
間の連携や交流を図り、広範な県民運動に発展させていく必要があります。

環境に配慮した自主的行動の推進

広域的な協力体制

1 民間団体との協働推進

　平成14年3月、県民や企業、各種団体等による
環境保全活動の推進母体として「環境あきた県民
フォーラム」が設立されました。
　環境あきた県民フォーラムでは、県民向けの地
球温暖化の現状と対策を広く啓発するためのセミ
ナーや小学生を対象とした環境学習会を開催する
など、地球温暖化防止活動に関する普及啓発に努
めています。
　この他にも、ストップ・ザ・温暖化あきた県民
会議やあきたエコマイスター協議会など様々な団
体がクリーンアップや環境イベントへの出展など
の環境保全活動を展開しており、環境配慮の取組は広がりをみせています。

1 行政間の広域的な協力体制の構築

　環境に関連する図書を読むことを通じて、環境のことを学び、
考える機会を創出するとともに、テレビなどの電気使用量を減
らしてＣＯ₂削減を図ることを目的として、北海道・北東北の4
道県が連携して呼びかけを行っています。
　令和2年度は、6月の環境月間にあわせ、県内の各保育施設
や小・中・高等学校及び特別支援学校等にチラシ及びポスター
を配布しました。

○令和2年度の配布部数
　チラシ：774部　　ポスター：444部

地球温暖化に関するセミナー
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1 白書本編の関連頁　9・10

本県の環境施策の枠組み

秋田県環境基本条例

秋田県環境基本計画

目指すべき環境像

豊かな水と緑あふれる秋田
～みんなで環境先進県を目指して～

基本方針

○自然と人との共存可能
　な社会の構築

○環境への負荷の少ない
　循環を基調とした社会
　の形成

○地球環境保全への積極
　的な取組

○環境保全に向けての全
　ての主体の参加
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1

2

3

市町村
知　事

住　民住　民
市町村
知　事

P（Pla n）
 計画

D（Do）

A（Action ）
 

C（Check ）

【環境影響評価条例手続】

評　価　書準　備　書
調査
予測
評価

方　法　書

環境アセスメントの
　項目・方法の選定

最終的な
取りまとめ

環境アセスメント
結果の取りまとめ

【環境マネジメントシステム】

環境影響評価の推進

環境マネジメントシステムの推進

公害防止協定

　本県では、「秋田県環境基本条例」に基づき「第2次秋田県環境基本計画」を策定し、
「豊かな水と緑」を将来に伝え残していくことを目指して、環境保全に関する施策を計画
的・総合的に推進しています。

　本県では、平成9年12月に「環境保全に関する基本理念」、「県・市町村・事業者・県
民の責務」、「環境施策の基本的な事項」などを明らかにした環境施策の指針となる「秋田
県環境基本条例」を制定しました。
　条例第11条で、県は毎年環境の状況、環境の保全に関して講じた施策の概況等を公表す
ることとしており、これらをとりまとめたものを「環境白書」として公表しています。

　秋田県環境基本条例に基づき、環境保全に関する施策を計画的・総合的に推進するため、
平成10年3月に「第1次秋田県環境基本計画」を策定しました（平成15年6月改定）。
　また、平成23年6月には、「第2次秋田県環境基本計画」を策定しております(平成28年
3月に改定)。
　この計画では、県民がそれぞれの立場で果たすべき役割や環境の保全に向けた具体的な取
組の指針を示しています。

　県では、環境保全の促進を図るため、環境影響評価の推進や公害防止協定の締結を行って
います。
　また、「環境マネジメントシステム」を構築し、県自らが環境配慮に率先して取り組んで
います。
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　環境影響評価（環境アセスメント）は、事業者が土地の形状の変更、工作物の新設その他
これに類する事業を実施しようとするとき、それが環境にどのような影響を及ぼすかについ
て調査、予測、評価を行い、その結果を公表して住民や市町村などから意見を聴き、その事
業に係る環境の保全について適正に配慮しようとするものです。
　県では、平成12年7月に「秋田県環境影響評価条例」を制定し、道路、河川、発電所、
廃棄物処理施設、工場・事業場用地造成事業など18種類の事業を環境影響評価の対象とし
ています。

　公害防止協定は、自治体などと事業者との間で、公害を防止するため事業者がとるべき措
置などについて取り決めるもので、法律や条例による規制を補い、地域の環境保全について
一層の促進を図ろうとするものです。
　県では、主要企業5社6事業所と地元市を加えた三者で公害防止協定を締結しています。

　県の事務・事業において環境に与える負荷を低減
する取組を継続的に推進するため、県では、環境マ
ネジメントシステムを構築し、平成13年3月には
ISO14001の認証を取得しました。
　この認証は、平成21年度末をもって更新を行わ
ず、平成22年度からは、これまでのノウハウを活
かした県独自のシステムである「あきたエコマネジ
メントシステム」を新たに構築し、引き続き環境配慮に取り組んでいます。

第２次秋田県環境基本計画（重点プロジェクト）の現状と目標

１ 生物多様性の確保

八郎湖

２ 自然と人が共存した持続可能な農業・林業・漁業の推進

３ 三大湖沼の水質保全

４ 河川の水質保全

５ 化学物質による環境汚染の防止

６ 廃棄物の減量化・リサイクルの推進

７ 地球温暖化対策の推進

８ 環境教育・環境学習の推進と県民運動の展開

項　　　　　目 単位 現状（年度） 目標値（年度）

県自然環境保全地域等の指定数

レッドリスト見直し対象分類群数

地域

群

22

106,819

40,520

8,299

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

92.4

88.0
（R2）
（R2）

100

994

32

2,604

397

432

（R1）
（R1）

（R1）
（R1）

（R2）

（H29）

30,828

1,215

（R2）

（R2）

新型コロナウイルス感染
拡大防止のため中止

9,566

1.4

5.3

0.5未満

6.7

9.1

0.83

1.0

0.067

0.080
10

1.3
0.074

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）
（R2）

（R2）

（R2）

ha

ha

千人

t

％

％

％

グラム

千トン

千トン

千トン

製品

23

8

（R2）

（R2）

111,000

62,736

11,250

157,000

（R3）

（R3）

（R3）

（R3）

95

95

414

33,728

1,260

（R3）

（R3）

150

1以下

6以上

1以下

（R2）

（R2）

（R2）

7.1

7.8

0.84

1.1

0.065

0.072

9.7

1.2

0.062

（R6）

（R6）

（R6）

（R6）

940
33

2,260

295

100

（R2）

（R2）

（R2）

（R2）

（R17）※

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

3

8,037千t－
CO2

人

人

千人

㎎/L

―

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

㎎/L

COD※1

pH※1

COD※1

COD※1

COD※1

全窒素※1

全窒素※1

全りん※1

全りん※1

COD※1

全窒素※1

全りん※1

湖心

湖心

湖心
（調整池）

大潟橋
（東部承水路）

野石橋
（西部承水路）

公共用水域環境基準適合率（ＢＯＤ・ＣＯＤ）

生活排水処理施設普及率

ダイオキシン類環境基準達成率

県民

10.5（H30）％ 13.0（R2） 【基本目標】循環利用率　※4

１人１日当たりごみの排出量

一般廃棄物最終処分量

産業廃棄物排出量

産業廃棄物最終処分量

県認定リサイクル製品の認定数（累計）

県内の温室効果ガス排出量

こどもエコクラブ会員数

環境あきた県民塾受講者数（累計）

（累計）

あきたビューティフルサンデー参加者数
（あきたクリーン強調月間参加者数を含む）

農地等の保全活動取組面積

保安林

3,512

433,069

（R2）ha 6,600（R3）スギ人工林間伐面積

の累積整備面積（平成13年度からの累積面積）

農山村と都市住民等の交流参加者数

木質バイオマス燃料の利用量

十和田湖

田沢湖

※1　ＣＯＤは75％値、pＨ、全窒素、全りんは平均値である。       
※2　八郎湖の水質保全の目標値は令和元年度策定の「八郎湖に係る湖沼水質保全計画（第３期）」で定めている。       
※3　生活排水処理施設普及の目標値は、平成28年度策定の「秋田県生活排水処理整備構想（第4期構想）」で定めている。       
※4　循環利用率は5年毎に調査しているため、平成30年度値が最新である。       
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（R6）

（R6）

（R6）

（R6）

（R6）

（R2）

（R3）

（R12）

（R2）

（R3）

（R2）

（R2）

（R2）
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秋田県生活環境部　環境管理課
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北秋田地域振興局大館福祉環境部

北秋田地域振興局鷹巣阿仁福祉環境部

山本地域振興局福祉環境部

秋田地域振興局福祉環境部

由利地域振興局福祉環境部

仙北地域振興局福祉環境部

平鹿地域振興局福祉環境部

雄勝地域振興局福祉環境部

秋田市環境部環境総務課

0186-52-3953

0186-62-1167

0185-52-4331

018-855-5173

0184-22-4121

0187-63-3694

0182-45-6139

0183-73-6157

018-888-5702

鹿角市、大館市、小坂町

北秋田市、上小阿仁村

能代市、三種町、八峰町、藤里町

男鹿市、潟上市、五城目町、八郎潟町、井川町、大潟村

由利本荘市、にかほ市

大仙市、仙北市、美郷町

横手市

湯沢市、羽後町、東成瀬村

秋田市

018-
860-1560

018-
860-3881

電　話　番　号 管　　轄　　地　　域

担 当 課講　座　概　要 電話番号 FAX番号

機　　関　　名

主な講座

●「あきた県庁出前講座」主な環境関係講座●「あきた県庁出前講座」主な環境関係講座

●各地域における環境に関する窓口●各地域における環境に関する窓口

環境保全活動について 温暖化対策課

018-
860-1573

018-
860-3881温暖化対策課家庭における地球温暖化対策

について

廃棄物について

大気・水質環境対策について

クマの生態と対策について

あきた県庁出前講座とは、県民の要請に応じて県職員が講師として伺って実施するものです。

※ご希望の方は、担当課へ直接お電話ください。日程・内容等について伺います。
※講師への謝金や旅費は不要です。会場使用料、有料の資料等が必要な場合は申込者の負担となります。
※この他の講座や実施要項、申込書等については、秋田県公式サイト美の国あきたネットに掲載しています。

令和３年版

（概要版）

環 境 白 書
現在の環境問題と、それに対する環境保
全活動について（環境保全活動、環境教
育・環境学習）

廃棄物処理の現状や廃棄物の減量化・リ
サイクルについて（秋田市を除く各地域
振興局福祉環境部でも受付可。）

身の回りの大気や水質の状況と、環境保
全の必要性について

地球温暖化の概要、日常生活でできる省
エネや住宅リフォーム等について

018-
860-1560

018-
860-3881

温暖化対策課

018-
860-1622

018-
860-3835環境整備課

018-
860-1571

018-
860-3881環境管理課

ツキノワグマの生態や県内の生息状況、
被害対策に関する内容

018-
860-1613

018-
860-3835

自然保護課

野生動物の生態と対策について イノシシやシカなど野生動物の生態や被
害対策に関する内容

018-
860-1613

018-
860-3835自然保護課

食品ロス削減について 食品ロス削減について

秋田県地球温暖化防止
マスコットキャラクター

あすぴー

秋田県認定リサイクル製品
認定マーク

秋田県環境美化マスコット
クリンちゃん

八郎湖水質保全
シンボルキャラクター
清龍（せいりゅう）くん


